
─ 1─

No. 1273

2003. 10. 22
東京大学広報委員会

目　次

一般ニュース ………………………………… 2

平成15年度第２回運営諮問会議が開催され
る、平成15年度第１回東京大学運営諮問会
議、第１回東京大学バリアフリーシンポジ
ウムが開催される
部局ニュース ………………………………… 7

大学院数理科学研究科修士課程の入試につ
いて、第10回医科学研究所留学生・外国人
研究生等と教官との懇談会開催される、中
国地震局職員を迎えて－地震波形解析研
修－、生産技術研究所第12回技術発表会、
空間情報研究センター第６回シンポジウム

開催される
掲示板 ……………………………………… 10

東京大学AGS研究会研究課題の募集、「教
養学部報」第468（10月８日）号の発行―
教官による、学生のための学内新聞―、教
養学部で第98回オルガン演奏会の開催《楽
興の秋・プラハから》、教養学部で室内楽
演奏会の開催《木管五重奏の夕べ》、
MCAプログラム導入先行セミナー開講の
お知らせ、第28回生研公開講座イブニング
セミナー「機械工学の最先端」、冬季データ
ベース定期講習会のお知らせ、コンピュー
タ・ネットワーク利用セミナーのお知らせ

淡青評論「東アジアの大学食堂物語」…… 16

平成15年度第２回運営諮問会議が開催される

（２ページに関連記事）



─ 2─

№1273  2003. 10. 22

平成15年度第２回運営諮問会議が開催される

10月６日（月）午前10時から、本部庁舎５階特別会議
室において、今年度第２回目の運営諮問会議が開催され
た。出席者は、同会議のアーサー・ストックウィン（オ
ックスフォード大学ニッサン日本研究所長、オックスフ
ォード大学教授）、牛尾治朗（ウシオ電機株式会社代表
取締役会長、社団法人経済同友会特別顧問、内閣府経済
財政諮問会議議員）、薄井信明（国民生活金融公庫総裁、
政策研究大学院大学客員教授）、大塚陸毅（東日本旅客
鉄道株式会社代表取締役社長）、高橋真理子（朝日新聞
社論説委員）、寺島実郎（株式会社三井物産戦略研究所
所長、財団法人日本総合研究所理事長）、吉川弘之（産
業技術総合研究所理事長、日本学術振興会会長、国際科
学会議会長）の各委員、大学側は、佐々木毅総長、小宮
山、桐野、渡辺副学長、佐久間広報委員長、上杉事務局
長、また部局長の代表として桐野大学院薬学系研究科長、
河野大学院新領域創成科学研究科長、田中東洋文化研究
所所長であった。
会議では、佐々木総長から、法人化後の中枢組織及び

学内予算配分等について諮問され、吉川議長の進行によ
り、各委員からそれぞれの視点での意見が述べられた。

平成15年度第１回東京大学運営諮問会議

平成15年度第１回運営諮問会議の議事概要は、次のと
おりです。

＜第１回東京大学運営諮問会議議事概要＞
日時　平成15年６月30日（月） 10:00～12:00

場　所：本部庁舎５階特別会議室
出席者：吉川弘之議長

アーサー・ストックウィン委員、
牛尾治朗委員、薄井信明委員、大塚陸毅委員、
高橋真理子委員、寺島実郎委員、
原ひろ子委員

大学側：佐々木毅総長、似田貝香門副学長、小宮山宏副
学長、桐野高明副学長、菅野和夫大学院法学政
治学研究科長・法学部長、大垣眞一郎大学院工
学系研究科長・工学部長、浅島誠大学院総合文
科研究科長・教養学部長、小池勲夫海洋研究所
長、佐久間一郎広報委員長、梶野愼一事務局長

１．開会

佐々木総長から開会の挨拶の後、新副学長及びオブザ
ーバー出席者の紹介があり、併せて退任委員（佐藤禎一
委員）の報告があった。

２．「法人化後の組織・運営体制」について

佐々木総長から諮問事項「法人化後の組織・運営体制」
が述べられた後、小宮山副学長から次のような説明があ
った。
「法人化後の組織・運営体制（案）」について、総長、

教育研究評議会、経営協議会、役員会、理事、監事は法
令で決まっているが、それをどのように構造化していく
か現在議論している。
問題は、どのような大きさにするかである。教育研究

評議会は、現行の49名の評議会がほぼ法人化後も機能す
るのではないか。経営協議会に関しては、現在16～24名
という数字で考えている。
経営協議会の半分のメンバーが総長選考会議という非

常に重要な会議の委員になることから、あまり多くても
経営協議会が動かしにくいという問題と、あまり少ない
と総長選考がうまくできないという関係がある。
総長室に関しては、総長の下に役員会があり、理事は

７名と法令上決まっているが、いろいろな役割を考えて
いくと足りそうもない。待遇や格をどのようにするかは
別として、理事的な役割を担う方をもう少し増やす必要
があるのではないかという議論はしている。
いずれにしても、理事の中で非教員の理事が２～３名

入り、少なくとも１人以上が学外からとなっている。大
体このような構造を想定し、今現在、どういう理事がど
ういう役割を果たすのかという議論を行っている。
総長のリーダーシップといっても、東京大学には4000

人の教官がおり、それを把握しないと発揮しようもない
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ので、いかに総長をサポートする機能を強化するかがあ
らゆる意味で重要になってくる。
もう一つは、スタッフ体制が必要ではないかというこ

とで、全学的なシンクタンク機能を、学内の知を把握す
るためにつくる必要があるだろうと考えている。
「全学的」とは、大きな部局は部局なりにこういう機

能を持つだろうから、そこと連携するようなシンクタン
ク機能を考える必要があるのではないか。大学委員会、
委員会方式での政策企画調整、全学的シンクタンク、こ
のあたりをどのような構造でやればいいか、ぜひお知恵
を拝借したい。
もう一つが、本部の業務組織である。これは今、事務

と呼んでいる部分だが、ここからもキャリアパスとして
理事までの可能性も十分あるし、委員会や大学委員会の
中においても恒常的なメンバーとして重要な機能を担う
必要がある。
また、部局との関係もある。総長のリーダーシップと

部局との関係、部局の自治という問題をどうするのか。
大きな部局では、部局長と教授の関係をどうするのかと
いう二重三重の構造が大学にはあって、その関係をどう
するのか。
今具体的に考えているのは、交付金2000億円に関して

説明責任を総長が代表して負うという構造である。例え
ば90か95は総長が部局に付託して部局の自治の資源と
し、総長は5を総長裁量の資源として確保し、組織全体
として効果が出るようなことを考えていくといった、部
局と総長リーダーシップとの関係を、中枢組織の運営体
制では議論をしている。
「新しい総長選考プロセスのイメージ図」であるが、

総長選考方法は社会的にかなり注目を集める可能性があ
ると考えており、これは最初に議論したものである。
総長選考会議は、経営協議会と教育研究評議会から同

数のメンバーが出て総長を選考あるいは「罷免」する責
任を持つという常置の会議である。
教育研究評議会から代議員の選挙によって10名以内の

候補を出し、経営協議会からも２名以内の推薦をする。
これを総長選考会議でインタビューし、３～５名の総

長候補者を選考していただき、そこから教授会の構成員
全員で投票する。そして、１名の候補者に絞り、それを
総長選考会議が総長予定者として決定するという構造を
現在考えている。

続いて、吉川議長の進行により、次のような意見交換
が行われた。

大塚：総長候補者は純部外の人がなる可能性はあるの
か。

小宮山：可能性はある。
大塚：そういう可能性は残すべきである。総長のリーダ
ーシップの問題は非常に大事だと思う。教育研究評
議会と経営協議会は、総長との間では一種の緊張関
係を保つ関係になるのか、それとも総長をサポート

する体制になるのか。
小宮山：法令には「審議する」と書いてある。具体的に

は、予算の問題は主として経営協議会でご審議いた
だき、総長がそれを参考に役員会で決定する。教員
の人事などは教育研究評議会で審議し、総長が役員
会で決定するという関係かと思う。ただ、予算など
では緊張関係が出てくる可能性はある。

大塚：総長のリーダーシップを発揮させ、具体的に事柄
を進めていくためには、総長をサポートするスタッ
フが大事である。これをどういう人が、何人ぐらい
でやるのか。そこを整備しないと総長はリーダーシ
ップを発揮できない。
独立法人化は、教育・研究面に加えて経営的な感

覚を持って運営していくことである。教育研究はそ
れぞれの学部の意見が大事だが、経営面に関しては
徹底した総長のリーダーシップが発揮できる体制に
していかなければいけない。
文部科学省との間のやりとりを今までと同じよう

に行っていたのでは、全く独立法人化の意味がない。
そこもまさに総長のリーダーシップとかかわるの
で、総長は相当な権限を持って、蛮勇を奮ってやる
ことが大事だと思う。
そのときに総長が独裁や暴走をした場合の歯止め

ということがよく心配されるが、総長を解任する権
限もどこかに持たせるのか。

小宮山：これは法令で決まっており、経営協議会の外部
委員と評議会からの委員同数で成る総長選考会議
が、常置の委員会として監視するという構造になっ
ている。

大塚：そうであれば、むしろ総長により思いきってやら
せる体制をつくるべきではないか。

吉川：新しい国立大学法人が経営は、利潤を追求するわ
けではないので、経営とは何かを定義してほしい。

小宮山：例えば概算要求で何を認めるのかといった、こ
れまで文部科学省がやっていたようなことが含まれ
る。

吉川：運営費交付金は全く使途に制約がない形で来るの
か。

小宮山：原理的には渡しきりで来る。
吉川：経営とは、それをどのように使って最大の教育研

究機能を発揮するかということと考えて良いか。
小宮山：2000億円には委任経理金や産学連携経費などが
あり、国からの金と民間からのお金がある。

吉川：授業料も入るのか。
小宮山：授業料を増やすとその分の運営交付金が減り、

トータルで一定という構造なので、授業料はあまり
自主努力ということにはならない。

吉川：例えば授業料を増やして100％運営交付金を政府
からもらわないとすれば私立のようになり、外部か
らの評価は一切入ってこなくなるので全く自由にで
きる。ところが、運営費交付金が多ければ監査や評
価が入ってきて、大学が自主性を発揮しようとして
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いところには新たな人員を付けることができるの
で、ダイナミックに構造が変わってくる。そうでな
いと、永久に構造は変わらない。予算の配分権も、
おそらく法律的には完全に総長にある。問題は、
2000億円をもらって、努力して1800億円であげて
200億円余り、それで建物を建てようといっても、
絶対に財務省が許さないというところである。費用
進行型会計基準では、2000億円で働けといったとこ
ろを1800億円しか使わなかったのは２割さぼったの
だから、次からは1800億円になる。
また、成果進行型会計基準をとっても、実際に

200億円余らせたときに、なぜ余ったかを財政当局
が費目別に見る。そうすると、ブロックマネーとし
てもらったものが全部精査され、それによって次の
予算が決まってくるので、現在と同じ制度になって
しまう。
したがって、交付金の使い方は自由であり、しか

も努力して余剰金が生ずればそれが利益になるとい
う第３の方法を見つけ、それを強く主張していかな
いと運営ができなくなる。

大塚：中期計画を作ると、単年度の予算に対する介入は
なくなるか、あるいははるかに薄れる。

吉川：文科省は中期計画でいくが、財務省は単年度だか
ら違うだろう。お金は単年度なので毎年厳しく見
る。

大塚：それでは実際の予算の使い方は今までと全く変わ
らない。

小宮山：「大学は自由だから効率化しろ」と言われても、
効率化するインセンティブは何もないということに
なりかねない。

牛尾：東大だけでなく、国立大学協会で運用面をはっき
り議論するべきであろう。権限をすべて与えて、多
年度予算で、運用面で３年間は持ち越しができるぐ
らいのことをしておけばやれる。事実、財務省も研
究開発などではそういうことをしている。文科省の
行政指導はどの程度残るのか。

佐々木：結局、文科省の縦割り行政が全部大学側に影響
しており、地方自治体と同じ構造になっている。
これは国大協の中でも大きなテーマとして出てき

ているが、その前に財政問題の方が優先度の高い問
題であるという意識がある。また交渉相手としての
文科省はどの程度当事者能力があるかが最大の問題
である。
このシステムの弱点は、財務的なシステムがすっ

きりとつくられていない、あるいは努力をしても意
味のないかたちでつくられているところである。さ
しあたって財務的な問題の制度づくりに優先度を置
いて取り組みたいと思っている。

牛尾：16年度の予算を決めるときにこの問題は当然出て
くる。小泉総理も、人間力の回復と経済活性化の視
点から東京大学の法人化による効果に期待をしてい
るので、９～10月にはかなり具体的に踏み込まざる

もできなくなる構造がある。
牛尾：この組織の中で教授会はどうなるのか。また、従

来の事務局長というポジションや組合との関係をど
のように執行部で理解しているのか。
授業料を増やすと逆にそれが減るという国と地方

の関係のようなばかげたことがあると、自主努力を
すると損をすることになる。そういう制度そのもの
を変えるように初めから言うべきだと思う。従来型
のものとの関係をどのように変えるのかという点
が、何をつくるのかという点と同じぐらいに大事で、
従来の権限の何がなくなるかをもはっきりさせなけ
ればならない。
それから、総長室は今の副学長や総長特任補佐や

総長補佐により構成するのか。そこには専任のエキ
スパートを入れるのか。一番大きな問題は、大変な
力を持つ教授会の権限がどうなるのか。それが共存
すると混乱するのではないか。

小宮山：いずれも議論の途上であり、なかなか結論が出
せない部分である。部局との関係については、例え
ば社会から交付金を付託されて、それに対して総長
が東京大学を代表して社会に対して説明責任を負っ
ているという構造を考えている。
その中で、最終的には総長が部局を廃止する権限

はあるのだろうと思うが、厳然として現在の部局が
あり、それが悪いわけではないので、現状に対して
例えば95％の予算は部局の自治の原資として総長か
ら付託し、それに対して各部局は説明責任を負う。
説明責任を果たせない部局は95％から減っていくだ
ろうし、最も極端なかたちとして廃止するという可
能性はありうる。

牛尾：新しい教授や助教授の任免権は、総長が持つのか
部局が持つのか。

小宮山：例えば95％については部局の教授会が持ち、
５％に関しては総長がしなやかな構造をつくれるな
どが考えられる。
渡しきり交付金といいながら、現実にどういう運

用形式になるかはいまひとつはっきりしない点があ
るが、結局、自助努力が報われる構造をつくらなけ
ればならない。
現在、国立大学全体で２兆8000億円の予算を使っ

ており、これが法人化に伴って増えることはあまり
期待できない。そうすると、購買の効率化になる。
今は政府調達などさまざまな規制があり、安く買う
インセンティブが働かないが、法人化に際して内部
の自由裁量を保障する制度を我々が提案していかな
くてはいけない。

吉川：部局の自治がどのようになっていくかが問題であ
る。例えば法人化すると、公務員ではなくなるので
定員という概念はなくなる。そのときに、定年で辞
めた人のポストは部局のものなのか全学のものなの
かが大きな問題になる。
それが総長のところに集約してくれば、元気の良
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をえないし、それによって予算を考えなければいけ
ない。
経済産業省の会議でも今回の問題を取り上げるつ

もりだが、そのときに国立大学協会の方ですっきり
した考え方があれば我々は非常に動きやすい。５つ
ぐらいの点について問題点を明確に出しておいても
らえば、８月末から９月の中旬ぐらいにこの問題を
取り上げたいと考えている。

吉川：ポイントは、費目を決めないお金を国が出すこと
である。おそらくこれは日本国としては初めての経
験ではないか。それについては財務省、総合学術会
議、総務省、文科省の大学法人評価委員会等、あら
ゆるところで情緒的な不安感がある。
問題は、しっかりした国大協としての理念でそれ

に反論できるかということである。国の予算なので、
その内容を見てはいけないとはいえない状況だか
ら、しっかりしなければいけない。社会が2000億円
という金を付託するわけで、顔が見えるのは総長だ
けだから、どうして総長が100％握るといえないの
か。総長がしっかりそう言ってくれなければ情緒的
不安が社会に蔓延してしまう。

寺島：経営体として東京大学が主体的に動き始めたとし
て、重要になってくるのは、恒常的な戦略企画の責
任体制だと思う。協議会といったアド・ホックな会
議では経営戦力は生まれない。経営戦略はプロの企
画力が問われる。
それをやるためには目標管理基準、民間企業でい

えば業績評価基準がいる。それは定量的なものだけ
でなく、定性的なきちんとした目標管理をし、それ
に応えたところに対して利益が生まれてくるような
ものでなければいけない。

2000億円付託されるのであれば、2000億円を自助
努力で余力を活用できる方向に制度設計を変えなけ
ればいけない。産学連携の中で、例えば2000億円を
国からもらうけれども、10年後には研究開発の中で
企業からの資金を500億円増やしていこうというの
も一つの経営目標になる時代である。
それを社会的にキャンペーンしていくための活動

も必要になってくるだろうし、働いている人たちに
対するアイデンティティを高めるための戦略も必要
になってくる。そのような活動を担うのが、ここで
いう「総長室」になるのではないか。ここに総長の
右腕や左腕になる、企業でいう経営戦略担当役員が
束ねる５～７人の専門性の高いプロの経営戦略集団
がいないと、経営体として自立したときには戦えな
い。

小宮山：それが大学委員会、全学的シンクタンク機能、
委員会方式での政策企画調整という３つをどのよう
に運営していくかということと関連している。そこ
には大学の中のエキスパートと、いわゆる企業経営
のエキスパートの両方がいるだろうという議論をし
ている。

原：これは東京大学だけのことではないが、学内で会議
が増えて「知の爆発」ではなく「知の崩壊」寸前だ
といえるかもしれない。教育研究の時間もなくなっ
ている。そこを真剣に日本全体が考えないともっと
大変になる。それを東大はどうするのか。

小宮山：教育研究時間の確保については、専任の専門家
を入れ、組織間の連携をうまく取っていくことで企
画・調整の効率化を図り、個人の教官の教育研究時
間を増やしていくことを議論している。

薄井：人事・財務会計の問題は次元の低い問題という扱
いで動いていたように私は受け止めているが、この
点がきちんとされていないと、国民に対する責任か
ら文部科学省や財務省からの、大学人からいえば
「介入」が行われかねない。だから、役所の人間に、
大学運営にとって何が支障になるのか、それが解決
されれば自分たちは何をやれるのか、その両面から
説得力のある話をされることが一番良いのではない
か。この点がきちんと説明できるのであれば、皆さ
んが心配しているような介入は減っていくだろう。

高橋：国大協には当事者能力があまりないが、国会議員
や国民から見るとあるように見える。国大協はこの
ような組織だと情報開示し、東大としてはやるべき
ことをやっていくなど、法人化までの時間が短いの
で、決断をもって取り組む必要がある。

浅島：財務に関しての問題として、16年４月の段階で東
京大学も他の各大学も借金を抱えている点がある。
これをまず政府が清算し「ここからスタートだ」と
してくれればもっと元気が出る。そのうえで、交付
金も自助努力により増加されるシステムもいる。

桐野：借金の返済については、国が予算を交付金として
手当てをするといっているので相殺されるが、返済
分が交付金に含まれていることはどこにも明示され
ていない。このような状況で予算にシーリングがか
かると、今後新設医大等でどんどん借入金が増えて
いったときに、学内に対する説明ができないという
非常に大きな問題を抱えることになる。
この問題については、今後の国立大学法人化にお

ける重大な問題になる可能性があって、国の財政的
余力がなくなった段階でこれが原因で倒れる大学が
出てくるぐらいの大きな問題だと思っている。

吉川：大学が社会から見て良いことをやっていると思わ
せることがなければ、必ず縮小の方に行ってしまい、
私立化の道を歩まざるをえない。国大協としては私
立化の道が良いとは思っていないので、国民の税金
を使い教育研究をするというお金のパスは残してお
きたいだろう。それを残すためには、旧国立大学か
らの社会に対する還元が十分だと認識させるしかな
い。
特に私の実感だが、「社会とともに歩む国立大学

法人」という面を強調していかないと、消えていく
方向しかなくなってしまうのではないかという気が
する。それをどのように打ち出すか。それも国大協
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の仕事だろうという気がする。

３．閉会

佐々木総長から本日の討議についての謝辞が述べら
れ、会議を終了した。

以　上

第１回東京大学バリアフリーシンポジウム開
催される

東京大学学生生活委員会バリアフリーワーキンググル
ープ及び東京大学バリアフリー支援準備室は、９月18日
（木）15時から、山上会館２階大会議室にて第1回東京大
学バリアフリーシンポジウムを開催した。シンポジウム
には、学内のみならず、他大学、研究所、企業、障害者
団体、当事者など、合計140名近い方々が参加した。最
初に、渡辺浩副学長から、「東京大学憲章で、バリアフ
リーのために人的･物的支援を行う、とうたっています。
私どもはその基本理念と決意を教育・研究に生かすため
に一生懸命努力を進めてまいります。」との開会の辞が
寄せられた。

開会の辞に引き続き、世界銀行顧問で前米国教育省次
官であったのジュディ・ヒューマン氏により、「世界の
高等教育とバリアフリー」というテーマの基調講演が行
われた。ヒューマン氏は、ご自身の体験にも触れながら、
世界的な課題としての高等教育について講演を行った。

東京大学のバリアフリー化が遅れていることもズバリと
指摘し、会場となる山上会館に車椅子用トイレがないこ
とについても、「では来週までに作ったほうがいいでし
ょう」とユーモアに包みながらアクセスの不備を明確に
した。また、東京大学の障害をもった学生の数の少なさ

渡辺浩副学長による開会の辞

ジュディ･ヒューマン世界銀行顧問による講演の様子
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大学院数理科学研究科修士課程の入試につい
て

平成16（2004）年度大学院数理科学研究科修士課程の
入学試験は、９月１日（月）、２日（火）に筆記試験、
９月４日（木）、５日（金）に口述試験を実施し、９月
16日（火）に合格者（入学許可内定者）を発表した。
なお、志願者数、合格者数は次のとおりである。

志願者数
123名（内外国人２名）
（内本学出身26名、他大学出身97名）

合格者数 （入学許可内定者数）
39名（内外国人０名）
（内本学出身19名、他大学出身20名）

（大学院数理科学研究科）

第10回医科学研究所留学生・外国人研究生等
と教官との懇談会開催される

今年で10回目の開催となる医科学研究所主催「留学
生・外国人研究生等と教官との懇談会」が10月３日（金）
午後６時から開催された。
現在、本研究所には、13ヶ国からの留学生・外国人研

究生等が在籍しており、そのうちの10ヶ国21名と所長以
下関係教職員25名の計46名が出席した。
懇談会は、渡邉すみ子助教授（国際交流委員長）の開

会の辞、山本　雅所長の挨拶並びに乾杯の発声により歓
談に入った。

昨年、留学生等から大好評であったことを受け、今年
もキャンパスを離れ、パリのカフェを感じさせる会場で
美味しい料理を賞味しながら留学生同士の相互交流及び
日本人教官との親睦と理解を深める交流に十分な時間を
費やし、例年にも増して有意義な歓談が始終和やかな雰

山本所長の挨拶及び乾杯の発声

にも率直に触れた。そのストレートな話しぶりは、参加
者を強烈に引き込むものだった。

20分の休憩をはさみ、今度は東京大学の卒業生・在学
生らにより、「日本の高等教育とバリアフリー」という
テーマでパネルディスカッションが行われた。司会は東
京大学先端科学技術研究センターの福島智助教授、参加
者は東京大学医学部保健学科卒業で言語治療士の赤坂謙
氏（車椅子使用）、琉球大学教授の高嶺豊氏（車椅子使
用）、東京大学工学部・大学院修士課程修了で産業技術
総合研究所の末森明夫氏（聴覚障害）、東京大学医学部
卒業で医師の熊谷晋一郎氏（車椅子使用）、東京大学大
学院博士課程学生の星加良司氏（視覚障害）で、司会
者・パネリストとも全て障害を持った方々が、当事者か
ら見た問題点、改善すべき点などについてディスカッシ
ョンを行った。

ディスカッションは非常に盛り上がり、質疑応答では、
時間が多く取れなかったものの、フロアからも活発な意
見があった。
全体として、基調講演、パネルディスカッションを通

して、東京大学としての現状の課題が明確になり、今後
の取り組みの方向性が示されたという点で非常に有益な
シンポジウムとなった。

（バリアフリー支援準備室）

パネルディスカッションの様子

部局ニュース�
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囲気の中で進められた。
午後８時過ぎ、楽しい余韻を残すなか、参加者全員に

よる記念写真を撮影後、田中廣壽助教授（国際交流委員）
の一本締めによる閉会の辞により散会した。

（医科学研究所）

中国地震局職員を迎えて
－地震波形解析研修－

地震研究所では去る９月16日（火）から22日（月）に
かけて、中国地震局の若手職員を迎えて、ディジタル地
震波形データを用いた震源過程の解析に関する研修を実
施しました。
わが国では、震源を求めたり地震動の特性を解析した

りするために、各地に設置した地震計で観測されたディ
ジタル波形データを各種通信回線で地震研究所などの研
究拠点に集中し、直ちに解析して科学的知見を得ること
は今や「常識」になっています。中国地震局では、この
10年間に地震波形データのディジタル通信化を急速に推
進し、それを予定通り達成してきましたが、それを解析
する研究要員が大変不足し、高度な科学的知識を有する
人材の育成が急務になっております。そのため、今年７
月に中国地震局より地震研究所長に、地震波形データの
高度な解析処理及びその結果の解釈を中心とした集中講
義方式の研修の実施を依頼してきました。
この研修の実施にあたり、中国地震局は中国全土から

地震学に関連する研究分野の修士・博士の学位を持つ職
員15名を選抜し、地震研究所に派遣しました。また、中
国側の実施責任者で日本に留学経験のある鄭斯華教授
（中国地震局）を通訳として同行させ、言語の違いによ
る研修生の理解力低下を防ぐ配慮もしていました。
研修には地震波形から震源過程を求めるための専門的

な地震学の講義の他に、解析ソフトウェアを用いた計算
機実習を加えました。用いた解析ソフトウェアは地震研
究所菊地正幸教授とカリフォルニア工科大学金森博雄教
授が共同開発し、内外の研究者向けに地震研究所のWeb
サイト（http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/ETAL/KIKUCHI/）

で公開されているもので、研修生が実践力を身につけ、
帰国後もディジタル地震波形の解析ができるようにする
ため、研修では計算機実習に最も力を注ぎました。
研修生は極めて熱心で、わかりづらい点があるとその

場で質問し、また、計算機実習では、小グループの中で
理解した研修生が他にアドバイスするなど解析技術を少
しでも早く身に着けようとする姿勢が感じられました。
講義後の研修生の感想では、計算機実習が大変役立った
ことを非常に感謝していました。
今般の研修は、学外（特に海外）の専門家に対する初

めての組織的かつ系統立った研修でしたので、当所でも
数名の講師陣からなる対策チームを事前に結成し、鍵と
なる用語や数式表記の統一、講義の難易度の調整などの
事前準備を十分に行ったためスムースに全ての研修課程
を終えることができました。研修の様子は地震研究所の
Webサイトhttp://outreach.eri.u-tokyo.ac.jp/http/
lecture/csb_training.html に掲載しています。

（地震研究所）

生産技術研究所第12回技術発表会

生産技術研究所の技術官が中心となって例年開催され
ている、技術官等による技術発表会が、10月９日（木）
10時30分から第一会議室で開催された。
今年は、発表者９名の参加があった。聴講参加者は、

90名近くあり、平年に比べて多かった。今年は、海洋計
測やナノサイエンス等の非常に興味深い発表があり、こ
の題名で、第２部坂巻　隆さん、第4部葛巻　徹さんが
所長賞を受賞した。以下は、発表題目と発表者である。

１ 赤外分光天体望遠鏡用マイクロシャッタアレイの制
作

第３部　技術官　高橋　巧也
２ コンピュータを利用した研究・実験支援システムの
構築

第４部　技術官　前橋　至

参加者全員による記念撮影

計算機実習（グループごとに課題に取り組む）
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３ 「ねじれベローズ」を組み込んだ無差動排気型精密
回転導入機構の制作

第１部　技術官　河内　泰三
４ TEMナノプローブホルダーによるナノスケール材
料のその場観察技術

第４部　技術専門職員　葛巻　徹
５ ザトウクジラの音響計測

第２部　技術専門職員　坂巻　隆
６ 東京大学生産技術研究所海洋工学水槽について

第２部　技術専門職員　板倉　博
技術専門職員　鈴木　文博

７ 高精度三軸試験装置の開発
第５部　助手　佐藤　剛司

８ 東京大学総合技術研究会
第２部　技術官　高間　信行

その他２名
９ 試作工場における3DCADおよび3DCAD/CAMを利
用した技術報告

試作工場　技術官　西山　祐司
終了後、懇親会が開かれ、ここでも参加者が多く活発

な議論が交わされていた。

（生産技術研究所）

空間情報科学研究センター第6回シンポジウ
ム開催される

９月19日（金）に、山上会館において、空間情報科学
研究センター第６回シンポジウムが「空間情報科学のパ
イオニア」というテーマで開催された。岡部篤行センタ
ー長のセンター設立以来５年間の研究開発回顧をする挨
拶に引き続き、以下の研究発表と招待講演が行われた。

第１部：空間情報科学研究センターの研究成果
１）空間情報解析部門の研究成果
・浅見泰司「空間情報解析と都市環境」
・伊藤香織「都市居住のグローバルな表現：

PopulouSCAPE-II」
・宮崎千尋「GISを用いた『日向』『日影』地名の立地
の解析」
２）空間情報システム部門の研究成果
・瀬崎薫「ロバストなアドホックネットワークと空間情
報集約」
・有川正俊「Spatial Linker ―空間コンテンツ融合の研
究」
・柴崎亮介「LBSを支える周辺技術」
３）時空間社会経済システム部門の研究成果
・八田達夫「容積率緩和の便益：一般均衡論的分析」
・丸山祐造「ヘドニック型価格指数へのリッジ回帰推定
量の適用」
第２部：招待講演「空間情報の利用がもたらす革新」
・福井泰代（株式会社ナビット）「マンナビゲーション
の最先端事例のご紹介」
・原田豊・島田貴仁（科学警察研究所）「犯罪発生マッ
プのできるまで」

第１部では、空間情報科学研究センターのメンバーか
ら、各研究部門の研究成果が発表された。空間情報解析
部門では、空間情報の分析や視覚化についての発表が行
われた。浅見泰司教授、伊藤香織助手、宮崎千尋研究員
より、それぞれ都市計画学、建築学、地理学の視点から
の研究取り組みが示された。
空間情報システム部門では、「ユビキタス社会のため

の空間情報通信技術に関して」という共通のテーマにつ
いて、瀬崎薫助教授、有川正俊助教授、柴崎亮介教授よ
り、それぞれ、シームレスな通信環境の実現、空間コン
テンツの融合、Location Based Services の高度化とい
う側面からの研究取り組みが紹介された。
時空間社会経済システム部門の八田達夫教授、丸山祐

造助教授の発表では、容積率緩和時のオフィス生産関数
の推定、および、異時点間における住宅価格の変化を表
す価格指数について、新たなモデルの提案がなされた。
第２部では、２つの招待講演が行われた。（株）ナビ

ット代表取締役の福井泰代氏からは、建物内や交通に関
して人間をナビゲートする、自社のマンナビゲーション
サービスが紹介された。バリアフリーを考慮しユーザー



の立場に立った多様なインターフェイスが次々と示さ
れ、会場中が魅了されていた。続いて、科学警察研究所
主任研究官の原田豊氏より、東京都の犯罪発生マップに
ついて、空間情報科学研究センターとの共同研究でもあ
るその研究過程や、意義と課題についての発表があった。
今年5月に警視庁のウェブサイトで発表され大きな話題
を呼んだ「犯罪発生マップ」が「できるまで」の詳細な
過程やエピソードは、参加者の興味を大いに引きつけて
いた。
シンポジウムは、大学、官公庁、民間企業より200名

の参加者を数え、盛況のうちに終了した。その後、第3

部ともいえる懇親会が、77名の出席のもと催され、空間
情報科学研究の話題に花が咲いていた。

（空間情報科学研究センター）

東京大学AGS研究会研究課題の募集

東京大学、マサチューセッツ工科大学（MIT）、スイ
ス連邦工科大学、スウェーデンのチャルマーズ工科大学
による国際的な学術協力、AGS（人間地球圏の存続を求
める大学間国際学術協力）の活動は、第二期三年目を迎
えて、さらなる発展を目指しています。本学としても、
環境の保全を図りつつ持続可能な発展を目指した、この
活動の一環として、東京大学AGS研究会をさらに充実し
て推し進めたいと思います。
本研究会はこの度新規プロジェクトを募集いたしま

す。限られた研究基金を有効に運用するために、本年度
より採択方法を変更することにいたしました。
研究課題の種類を下記のとおり２種類用意し、研究採択
の基準を設けました。
１．研究課題の種類

１）本格研究課題（Full Project）
・将来、上記AGSの４大学や東アジアの大学との国際共
同研究プロジェクトとしてAGSで採択されることを目
指す研究や、AGS以外からの基金獲得の可能性や、民
間との共同研究の可能性が見込まれる研究が望まれ
る。
・学際性、国際性、社会連携（注１）のいずれか一つ以
上を満たすものであることが必須条件となる。
・本格研究課題用の応募用紙を用いる。
・一件当たり年間200万円以内の研究助成基金で、６件
程度採択の予定。
（注１）社会連携：技術や制度の社会における実装・

普及を念頭に置き、研究プロジェクトにおい
て社会の様々な関係者と連携すること

２）探索研究課題（Seed Project）
・将来本格研究課題を目指した研究が望まれる。
・探索研究課題用の応募用紙（昨年までの応募用紙と同
一）を用いる。
・一件当たり年間50万円の研究助成基金とする。

研究課題応募に際しましては下記の点にご留意いただ
きますようお願いいたします。
１）研究メンバーのうち最低１名はAGSの年次総会に参

加していただくようお願い申し上げますと共に、経
理計上していただきますようお願いいたします。

２）研究代表者は教官であることが必須ですが、共同研
究者として研究員、大学院学生が参加できます。

応募ご希望の方は、http://www.esc.u-tokyo.ac.jp/
ags/newproject2003.htmlを参照の上、来る11月14日(金)
までに提案書をご提出願います。また、ご質問などおあ
りの方のご連絡もお待ちいたしております。
＜問合先：内線27937 浅尾（AGS事務局）；

asao@esc.u-tokyo.ac.jp>

掲示板�
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10万人/階の人口ビルがなす都市風景として世界を見渡

すムービー．地球規模の都市化の現実をビジュアライズ

する．（伊藤香織「都市居住のグローバルな表現：

PopulouSCAPE-II」より）
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「教養学部報」第468（10月８日）号の発行
―教官による、学生のための学内新聞―

今橋映子：展覧会カタログ批評の可能性
「知の共有財産、展覧会カタログの現在」シ
ンポジウム報告

里見大作：迷う力とシンポジウム
河合祥一郎：演劇の現場と学問の関係

『新訳ハムレット』をめぐって
新井仁之：面積とは何か？

現代解析学における面積
山脇直司：城塚登先生を偲んで

〈本の棚〉
山田広昭：黒住真著『近世日本社会と儒教』
小林康夫：村田純一著『色彩の哲学』

「赤紫」の応答
廣野喜幸：藤垣裕子著『専門知と公共性科学技術社会論

の構築へ向けて』
科学者の社会的責任とＳＴＳ

渡邊日日：工藤庸子著『ヨーロッパ文明批判序説－－植
民地・共和国・オリエンタリズム』

〈時に沿って〉
齋藤希史：西へ東へ

「教養学部報」は、教養学部の正門傍、掲示板前、図
書館入口、学生課ロビー、生協書籍部、保健センター駒
場支所で無料配布しています。バックナンバーもありま
す。

（大学院総合文化研究科・教養学部）

教養学部で第98回オルガン演奏会の開催
《楽興の秋・プラハから》

教養学部では、恒例のオルガン演奏会を次のとおり開
催いたします。このたびは、世界的に著名なオルガニス
トであられるパヴェル・コホウトさんをチェコからお招
きし、秋にふさわしいオルガン曲の数々をたっぷりとお
楽しみいただきます。どうぞご期待下さい。
入場は無料です。ホームページを開設しておりますの

で、ぜひご覧下さい。http://organ.c.u-tokyo.ac.jp

日　時 10月28日（火）18時30分開演
場　所 教養学部900番教室
曲　目 D・ブクステフーデ

前奏曲　ホ短調（BuxWV 142）
V・ペトラーリ
聖体奉挙のパストラーレ
J・S・バッハ
「汝、明るき日なるキリスト」（BWV 766）

F・ノヴォヴェイスキ
大聖堂への行進（op.８の３）

R・シューマン
「バッハの名による６つのフーガ」より５
番、６番（op.60）
B・マルティヌー
前夜

P・エベン
「日曜日の音楽」より、フィナーレ

オルガン：パヴェル・コホウト

（大学院総合文化研究科・教養学部）

教養学部で室内楽演奏会の開催
《木管五重奏の夕べ》

教養学部では、室内楽演奏会を次のとおり開催いたし
ます。このたびは、若手演奏家による木管五重奏曲の名
品の数々をお聴きいただきます。プログラムの前半は古
楽器を、後半は現代楽器を用いた演奏を行います。時代
による響きの違いをお楽しみください。また、楽器の違
いの解説も行いますので、どうぞご期待下さい。
入場は無料です。ホームページを開設しておりますの

で、ぜひご覧下さい。http://organ.c.u-tokyo.ac.jp

日　時 11月12日（水）18時30分開演
場　所 数理科学研究科大講義室
曲　目 F・ダンツィ

木管五重奏曲　ト短調
J・イベール
３つの小品
F・J・ハイドン
ディヴェルティメント
その他

演　奏 菊池香苗（フルート）
三宮正満（オーボエ）
佐々木麻衣子（クラリネット）
功刀貴子（ファゴット）
飯島さゆり（ホルン）

（大学院総合文化研究科・教養学部）
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第28回生研公開講座イブニングセミナー「機
械工学の最先端」

最近の機械工学は、熱力学、流体力学、材料力学、機
械力学といった、いわゆる、４大力学を基幹とした従来
の学問体系の枠を遥かに越えて発展しつつあり、ナノ・
バイオ・医療などの分野においても大きな貢献を果たし
つつあります。また、新交通システム、エネルギー・環
境分野などの融合領域・複合領域でも、多くの機械工学
研究者が研究・開発のイニシアチブをとっています。本
イブニングセミナーでは全８回の講義を通じて、このよ
うな最前線で活躍している講師により、機械工学におけ
る、最先端の研究開発動向を紹介します。

日時：平成15年11月７日（金）～平成16年１月16日（金）
（ただし、12月12日、12月26日、１月２日は休講）
（各金曜日　18時から19時30分まで）

場所：生産技術研究所　Ｄ棟６階第１会議室

日程と講義内容
1 11月７日（金）「新世代交通システムの最新技術」

生産技術研究所　教授
須田　義大

2 11月14日（金）「最新の水中の超音波探査技術」
生産技術研究所　教授

浅田　　昭
3 11月21日（金）「血流シミュレーションを用いた脳血

管障害の血行力学的検討」
生産技術研究所　助教授

大島　まり
4 11月28日（金）「生体分子モータとマイクロナノシス

テム」
生産技術研究所　助教授
野地　博行・竹内　昌治

5 12月５日（金）「超高速・超並列カンチレバーで探る
ナノ構造」

生産技術研究所　助教授
川勝　英樹

6 12月19日（金）「ミクロ結晶構造制御を可能とするフ
レキシブル変形加工」

生産技術研究所　教授
柳本　　潤

7 １月９日（金）「循環器系ネットワークと熱・物質輸
送」

生産技術研究所　助教授
白樫　　了

8 １月16日（金）「空力騒音の数値シミュレーションと
超小型ガスタービン」

生産技術研究所　教授
加藤　千幸

MCAプログラム導入先行セミナー開講のお知
らせ

新領域創成科学研究科/基盤科学研究系/基盤情報学専
攻では、平成16年度から Microsoft Certificated

Associate Program（以下 MCAプログラム）を導入し、
MCA 資格の取得を支援するセミナーを開設することを
計画しています。
これに先駆け、下記の日程で MCA プログラムの導

入先行セミナーを e-Learning 形式にて本学の学部・大
学院の学生を対象として開講することに致しました。
本セミナーの受講を希望される方は、11月20日（木）

までにお申し込み下さい。

内容：1．MCA データベース
2．MCA アプリケーション構築

日時：ガイダンス： 11月29日（土）（出席必須）
スクーリング：12月19日（金）および１月16日（金）

時間はいずれも13:30～16:30

場所：本郷キャンパス（会場は後日連絡）

概要：MCA テキストを利用して、Web Based
Training (WBT) 形式のe-Learning により自習形
式による講義を行うとともに、１ヶ月に１回、理
解度に合わせた講習を実施する。

申込：「所属、学年、学籍番号、氏名、連絡先 E-mail

アドレス」を本文に記載して kibansec@fi.k.u-

tokyo.ac.jp 宛に申し込んで下さい。
各コースとも定員は50名(申し込み順)で、参加申
し込み数が定員に達し次第、締め切らせていただ
きます。

詳細は、http://www.fi.k.u-tokyo.ac.jp/japanese/MCA.
html を御覧下さい。

問い合わせ先：新領域創成科学研究科 基盤情報学専攻
相田仁、中山雅哉

aida@k.u-tokyo.ac.jp, nakayama@nc.u-tokyo.ac.jp

（大学院新領域創成科学研究科）
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受講資格：学歴・所属など受講資格の制限は一切ありま
せん。学生、大学院生から一般の方まで、ご興味のある
方はどなたでも参加できます。
定　　員：90人（先着順）
受 講 料：無料
参加方法：事前の申込みは必要ありません。
なお、定員オーバーでも受け付けますが、席のない場

合もあります。
※講義内容は都合により変更になることがありますので
ご了承下さい。

問合先：生産技術研究所　総務課庶務掛
ＴＥＬ　03（5452）6007～9

ＦＡＸ　03（5452）6071

http://www.iis.u-tokyo.ac.jp/announce/

主催：生産技術研究所
協力：財団法人　生産技術研究所奨励会

（生産技術研究所）

入門コース

実践コース1

文献データベース

実践コース2

引用索引データ
ベース (Web of

Science)

実践コース3

電子ジャーナル

・授業で指定された文献や参考文献リス
トに記載された文献の所在調査のテクニ
ックを習得することを目的とします。
・OPACなど基本的なデータベースを使
った検索実習を中心とします。
・研究に必要な文献を調査・収集するテ
クニックを習得することを目的としま
す。
・雑誌記事索引データベースをはじめ、
各専門分野の文献データベースの検索実
習を中心に、文献調査方法と電子ジャー
ナルの利用について紹介します。
・研究に必要な文献を調査・収集するテ
クニックを習得することを目的としま
す。
・引用索引データベース (Web of

Science)の検索実習を中心に、文献調査
方法と電子ジャーナルの利用について紹
介します。
・東京大学で利用できる代表的な出版社
の電子ジャーナルの利用方法を紹介しま
す。
・OPAC、FELIX、Web of Science等の
データーベースを用いた文献検索の実践
演習を行います。

コース名 内　　　容

new!

●各コースの内容

冬季データベース定期講習会のお知らせ

情報基盤センター図書館電子化部門では、下記のとお
り冬季データベース定期講習会を実施します。
データベースを利用した最新の文献調査方法に関する

講習会です。パソコンを使った実習を中心に行います。
どうぞお気軽にご参加ください。

●会場
総合図書館1階メディアプラザⅠ　講習会コーナー

●時間帯
11:00－12:00、15:00－16:00、18:00－19:00

●定員　　12名（先着順）

●参加方法
参加予約は不要です。
ご都合の良い時間帯を選んで、開始時間までに会場
に直接お越し下さい。
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コンピュータ・ネットワーク利用セミナーの
お知らせ

情報基盤センターでは、コンピュータ・ネットワーク
利用セミナー（第40回～41回）を以下のとおり開催しま
す。本セミナーは、本学の教職員、学生等を対象とした
コンピュータとネットワークを適切に利用するために必
要な技術等に関する講習会です。
参加ご希望の方は、下記のセミナー申込ページからお

申し込みください。
http://www.itc.u-tokyo.ac.jp/Seminar/

なお、参加申し込みが会場の収容人数に達し次第、締
め切らせていただきます。

問い合わせ等
seminar@itc.u-tokyo.ac.jp

http://www.itc.u-tokyo.ac.jp

（第40回）
タイトル 電子ジャーナルサービス「ScienceDirect」

利用者講習会
日　時 11月７日（金）13:00～14:30（自然科学系）

14:50～16:20（人文社会系）
場　所 情報基盤センター４Ｆ遠隔講義室

（駒場への中継はありません）
定　員 40名
概　要 認定トレーナーである松山氏をお招きし、

ScienceDirectの各種機能を、専門分野に合
わせたキーワードを用いて、基本操作から
様々な検索事例まで講義していただきます。
・論文検索と検索結果の利用
・検索式作成のヒント
・電子メールアラートについて　他

講　師 ScienceDirect認定トレーナー
ゼファー株式会社代表取締役　松山　裕二氏

参考資料 ScienceDirectサポートページ
http://japan.elsevier.com/sdsupport/

（「ScienceDirectの概要」「ユーザー登録方
法」を必ず事前にご確認の上、講習会にご参
加ください。）

参加費 無料

（第41回）
タイトル 外国人留学生のためのデータベース講習会
日　時 11月10日（月）14:50～16:20（中国語通訳付き）

11月11日（火）14:50～16:20（英語通訳付き）
11月12日（水）14:50～16:20（韓国語通訳付き）

場　所 総合図書館１F メディアプラザⅠ講習会コ
ーナー

定　員 各回12名
概　要 レポートや論文の作成に欠かせない、データ

ベース・ネットワークを利用した最新の学術

http://www.lib.u-tokyo.ac.jp/dl/koshukai/

なお、情報基盤センターでは定期講習会の他、データ
ベース出張講習会も実施しております。ご要望に応じた
内容で研究室までお伺いします。授業やゼミ等でご活用
下さい。
希望の日時、内容等をメールでお知らせ下さい。スケ

ジュールを調整の上、折り返しご連絡します。

●申込み先 学術情報リテラシー掛（22649）
literacy@lib.u-tokyo.ac.jp

（情報基盤センター）

月 火 水 木 金
11/3 11/4 11/5 11/6 11/7

15:00-16:00 18:00-19:00

実践1 実践2

11/10 11/11 11/12 11/13 11/14

11:00-12:00 15:00-16:00

実践1 実践2

11/17 11/18 11/19 11/20 11/21

18:00-19:00 11:00-12:00 18:00-19:00

実践3 入門 実践1

11/24 11/25 11/26 11/27 11/28

休日 11:00-12:00 15:00-16:00 休館日
実践2 実践3

12/1 12/2 12/3 12/4 12/5

11:00-12:00 15:00-16:00

実践1 実践2

12/8 12/9 12/10 12/11 12/12

18:00-19:00 18:00-19:00

実践3 実践1

12/15 12/16 12/17 12/18 12/19

11:00-12:00 15:00-16:00 11:00-12:00

実践2 入門 実践3

12/22 12/23 12/24 12/25 12/26

5:00-16:00 休日
実践1

●スケジュール（11月～12月）



─ 15 ─

2003. 10. 22  №1273

情報の収集方法を、実際にパソコンを操作し
ながら学習していきます。
例えば
・OPAC, ブックコンテンツ等を利用した蔵
書検索
・雑誌記事索引データベース等を使った論文
検索
・Web of Science等を使った海外の論文検索
・電子ジャーナルの使い方
などについて、実例に則して解説します。

備　考　　３日間とも同内容で実施します。
当日は講師の日本語の解説に通訳がつきま
す。
留学生以外の方の参加もお待ちしておりま
す。

（情報基盤センター）
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東アジアの大学食堂物語

独文科教授で芥川賞作家であった柴田翔先生
の短編「食堂の話」を読んで、学
バス終点地付近の二食へ出かけた
のは、本郷進学後間もない学部生
の頃だった。それ以来、三〇年後
の現在では、文学部地下の銀杏や
メトロ、農学部食堂には個性的な
メニューが並び、花見時には私も
医学部図書館のすずかけに遠出し
ている。
この一〇年ほどは海外出張が増えてきたの

で、中国語圏の現代文学を専攻する私には、新
たに東アジアの大学食堂食べ歩きも楽しみとな
ってきた。中国の大学では学生、教職員はキャ
ンパス内の宿舎に寄宿するのが原則で、北京大
学には一万三〇〇〇の学生院生が学内に住んで
いるためか、食堂の数は本郷キャンパスの二、
三倍はあるだろう。朝の七時台でも、プリペイ
ドカードで支払った熱々の豆乳に肉まんを食べ
れば眠気も覚めるというものだ。台北の中央研
究院では講演を引き受けると、ご褒美に美味し
い中国料理のフルコースをご馳走してくれたも

のだが、数年前から可もなく不可もない隣のレ
ストランの洋食に取って代わられた。聞けば、
中国料理のお店は業者が替わって味も落ち不衛
生になったのだと言う。

意外にもイマイチだったのは五
年前に一か月滞在した香港大学
で、調味料さえ見あたらない。上
級の学生諸君は新規の請け負い業
者に対し文句たらたらで、私には
正門前の茶餐店と呼ばれる大衆食
堂を推薦してくれたものである。
ソウル大学では各テーブルに小さ
なキムチの壺が置いてあり食べ放

題、というのはさすがに韓国料理の本場であ
る。
さて私が所属する中国文学研究室にも毎年何

人かの外国人研究員がおいでになる。すると私
は時計台地下の中央食堂にご案内し、ガラスケ
ースの見本を前にサンマの塩焼きとみそ汁にお
ひたしの購入法を教えて差し上げるのだ。この
藤井流「サンマ定食」に文人学者であれば決ま
って、「おお、これが小津電影の『秋刀魚之味』
か！」と感激してくださるものである。老爺心
ながら「電影」とは中国語で「映画」の意味で
ある。 （大学院人文社会系研究科　藤井省三）

（淡青評論は、学内の職員の方々にお願いして、個人の立場で自由に意見を述べていただく欄です。）

この「学内広報」の記事を転載・引用する場
合には、事前に広報委員会の了承を得、掲載し
た刊行物若干部を広報委員会までお送りくださ
い。なお、記事についての問い合わせ及び意見
の申し入れは、総務課広報室を通じて行ってく
ださい。

№ 1273 2003年10月22日

東 京 大 学 広 報 委 員 会
〒113－8654 東京都文京区本郷７丁目３番１号
東京大学総務課広報室　1（3811）3393

e-mail kouhou@ml.adm.u-tokyo.ac.jp

ホームページ http://www.u-tokyo.ac.jp/jpn/index-j.html

◇広報室からのお知らせ
平成15年度「学内広報」の発行日及び原稿締切日を、東京大学のホームページに掲載しました。
URL: http://www.adm.u-tokyo.ac.jp/soumu/soumu/kouhou.htm
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